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         主        文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

            事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 5 

令和４年７月１０日に行われた参議院（選挙区選出）議員選挙の東京都選挙

区、茨城県選挙区、栃木県選挙区、群馬県選挙区、埼玉県選挙区、千葉県選挙

区、神奈川県選挙区、新潟県選挙区、山梨県選挙区、長野県選挙区及び静岡県

選挙区（以下、これらを併せて「本件各選挙区」という。）における各選挙を

いずれも無効とする。 10 

第２ 事案の概要 

 １ 本件は、令和４年７月１０日施行の参議院議員の通常選挙（以下、単に「通

常選挙」といい、この通常選挙を「本件選挙」という。）について、本件各選

挙区の選挙人である原告らが、公職選挙法１４条１項及び別表第３の参議院

（選挙区選出）議員の議員定数配分規定（以下、数次の改正の前後を通じ、平15 

成６年法律第２号による改正前の別表第２を含め、「定数配分規定」という。）

は、人口比例に基づかず憲法に違反するなどと主張して、公職選挙法２０４条

の規定に基づき、本件各選挙区における選挙を無効とすることを求める事案で

ある。 

２ 前提事実 20 

⑴ 本件選挙は、令和４年７月１０日、平成３０年法律第７５号（以下「平成

３０年改正法」という。）による改正（以下「平成３０年改正」という。）

後の公職選挙法１４条及び別表第３の定数配分規定（以下「本件定数配分

規定」という。）の下での２度目の通常選挙として施行された。（顕著な

事実） 25 

⑵ 原告らは、本件各選挙区の選挙人である（原告Ａ・東京都選挙区、原告
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Ｂ・茨城県選挙区、原告Ｃ・栃木県選挙区、原告Ｄ・群馬県選挙区、原告

Ｅ・埼玉県選挙区、原告Ｆ・千葉県選挙区、原告Ｇ・神奈川県選挙区、原

告Ｈ・新潟県選挙区、原告Ｉ・山梨県選挙区、原告Ｊ・長野県選挙区、原

告Ｋ・静岡県選挙区）。（弁論の全趣旨） 

  ⑶ 総務省発表令和３年９月登録日現在における選挙人名簿登録者数に基づく5 

選挙区間における議員１人当たりの選挙人数の最大較差は、上記の数が最小

の福井県選挙区と同じく最大の神奈川県選挙区で１対３．０１９であった。

（争いがない） 

⑷ 本件選挙において、選挙の期日である令和４年７月１０日の選挙区間にお

ける議員１人当たりの選挙人数の最大較差は、選出される議員１人当たりの10 

選挙人数が最小の福井県選挙区を１とした場合、最大の神奈川県選挙区は３．

０３０（以下、概数で「３．０３」と表記し、最大較差に関する数値も同様

に概数で表記する。）であった。また、東京都選挙区は３．０１、茨城県選

挙区は１．９０、栃木県選挙区は２．５５、群馬県選挙区は２．５３、埼玉

県選挙区は２．４２、千葉県選挙区は２．７６、新潟県選挙区は２．９４、15 

山梨県選挙区は１．０８、長野県選挙区は２．７１、静岡県選挙区は２．３

９であった。（乙１） 

 ３ 争点 

   本件定数配分規定の合憲性 

４ 争点に関する当事者の主張の要点 20 

（原告らの主張） 

  ⑴ 統治論等からの検討 

ア ①憲法５６条２項、②憲法１条及び前文第１項第１文後段、③憲法前文

第１項第１文前段は、人口比例選挙を要求しているところ（統治論）、本

件選挙は、非人口比例選挙であったので、憲法の上記①ないし③の規定に25 

違反し、憲法９８条１項により無効である。 
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  国民は、主権を有し、主権の行使として選挙権を行使し、「正当に選挙

された」国会議員を通じて主権を行使する。換言すれば、「正当に選挙さ

れた」国会議員は、国会において、主権を有する国民を代表し、全出席議

員の「過半数」で「両議院の議事」を決する。したがって、各院の全出席

議員の「過半数」は、「正当な選挙」すなわち人口比例選挙で、全出席議5 

員の過半数の比率の主権を有する全国民から選出されることが要求される。 

他方で、非人口比例選挙では、各院の全出席議員の過半数が、全出席議

員の過半数の比率の主権を有する全国民から選出されることが保障されず、

国会議員は、主権を有する国民から「正当に選挙された国会における代表

者」ではない。非人口比例選挙で当選した国会議員は、「主権の存する日10 

本国民」の「正当に選挙された国会における代表者」ではないので、非人

口比例選挙は、国会議員主権に基づくものであり、憲法の前記①ないし③

の規定に違反する。 

   イ 憲法の上記①ないし③の規定が要求する人口比例選挙は、実務上合理的

に実施可能な限りでの人口比例選挙であれば足りると解される。米国の各15 

州（フロリダ州、ペンシルバニア州及びニューメキシコ州）では、選挙区

間の最大人口較差が僅か１人又は０人という連邦下院議員選挙が実施され

ていることに照らし、我が国でも、人口比例選挙の実施は技術的にみて実

務上合理的に可能である。 

     当該選挙の各選挙区の投票価値の平等（一人一票等価値）からの乖離が20 

合理的であることの立証責任は、国にある。米国連邦最高裁判決も、米国

連邦下院議員選挙の選挙区割りについて、これと同様の判断をしている。 

     民主主義国の裁判官は、「国政は多数意見に基づいて行われる」と理解

している。多数決を採るためには、一人一人の一票が等価値でなければな

らない。なぜなら、等価値の一票で投票しなければ、何が多数であるかが25 

明らかにならないからである。 



- 4 - 

     なお、米国の連邦上院議員選挙においては、投票価値の最大較差は６６．

１倍であるから、参議院における投票価値の最大較差はある程度許容され

るという議論があるが、的外れである。すなわち、米国は連邦制であり、

州（Ｓｔａｔｅ）が２名の連邦上院議員を選出することを合意して米国連

邦に参加しているのに対し、我が国は連邦制ではなく単一の国（Ｓｔａｔ5 

ｅ）であり、我が国の国政選挙の選挙区割りに対応する米国の選挙区割り

は連邦下院議員選挙についての各州における選挙区割りとなる。 

   ウ 国政選挙の投票価値の不平等の問題は、憲法論として、①人権論（憲法

１４条等に基づく議論）と②統治論（憲法の前記①ないし③の規定及び１

４条に基づく議論）の二つの議論があるが、従来、国政選挙が憲法の投票10 

価値の平等の要求に反するか否かの問題について、裁判所は、専ら人権論

の枠内で国会の裁量で決められた一票の価値の最大較差が合憲の範囲内か

否かを判断し、統治論が憲法論として成り立つか否かを検討、判断するこ

となく、判決を繰り返し言い渡した。原告らは、これまで一票の投票価値

の不平等の憲法問題は、まず、憲法論としての手続法上の議論である統治15 

論を論ずべきであると一貫して主張している。本件選挙の定数配分規定が

合憲であるためには、上記①人権論と②統治論のいずれでも合憲であるこ

とが求められる。 

   エ 本件選挙当時の参議院（選挙区選出）議員の定数は１４８人である（公

職選挙法４条２項）。人口比例選挙では全人口の過半数が全参議院（選挙20 

区選出）議員の過半数を選出すべきであるが、本件選挙当時の選挙区間の

最大較差は３．０３倍であり、本件選挙においては、全人口の過半数が全

参議院議員の過半数を選出できない。したがって、本件選挙は、人口比例

選挙（一人一票選挙）とはいえず、非人口比例選挙であるので、憲法の前

記①ないし③の規定の人口比例選挙の要求に違反する。 25 

  ⑵ 最高裁判決との関係からの検討 



- 5 - 

   ア 最高裁が国会に対して初めて選挙制度の仕組み自体の検討を求めたのは、

最高裁平成１７年（行ツ）第２４７号同１８年１０月４日大法廷判決・民

集６０巻８号２６９６頁（以下「平成１８年大法廷判決」という。）であ

る。以後、最高裁平成２０年（行ツ）第２０９号同２１年９月３０日大法

廷判決・民集６３巻７号１５２０頁（以下「平成２１年大法廷判決」とい5 

う。）、最高裁平成２３年（行ツ）第５１号同２４年１０月１７日大法廷

判決・民集６６巻１０号３３５７頁（以下「平成２４年大法廷判決」とい

う。）、最高裁平成２６年（行ツ）第１５５号、第１５６号同年１１月２

６日大法廷判決・民集６８巻９号１３６３頁（以下「平成２６年大法廷判

決」という。）、最高裁平成２９年（行ツ）第４７号同年９月２７日大法10 

廷判決・民集７１巻７号１１３９頁（以下「平成２９年大法廷判決」とい

う。）、最高裁令和２年（行ツ）第７８号同年１１月１８日大法廷判決・

民集７４巻８号２１１１頁（以下「令和２年大法廷判決」という。）は、

いずれも「都道府県を選挙区の単位とする参議院（選挙区）の選挙制度の

仕組み自体を見直して現行の選挙制度を改め、一票の投票価値の較差是正15 

をすべきである」旨を判示している。直近の令和２年大法廷判決は、立法

府の検討過程において較差の是正を指向する姿勢が失われるに至ったと断

ずることはできないことなどの事情を総合すれば、令和元年７月２１日施

行の通常選挙（以下「令和元年選挙」という。）の当時の選挙区間におけ

る投票価値の不均衡は違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態にあっ20 

たものといえないと判断している。 

     他方、参議院においては、①平成２６年１２月２６日付けで選挙制度協

議会座長が選挙制度協議会報告書を参議院議長に提出したが、同報告書に

よれば、２倍を超える最大較差が許容されるとの認識を示したのは自由民

主党のみであり、②平成３０年５月７日付け参議院改革協議会選挙制度に25 

関する専門委員会報告書も、参議院選挙制度という１項目に焦点を当てた
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ものであり、各会派が１１ブロック制など具体的な改革試案を引き続き提

示するなどしていたが、③令和４年６月８日付け参議院改革協議会報告書

（以下「本件報告書」という。）になると、参議院選挙制度改革は６項目

のうちの一つでしかなく、各会派の具体案が提出されたかについて記述は

一切ない。原告Ａや原告ら代理人が面会した複数の国会議員は、「最高裁5 

が合憲と言っているのであるから、変える必要性は認識していない」旨断

言した。 

     各会派は、改憲の成否が問題となる政治状況の下、現行憲法下における

較差の是正を指向する姿勢を失っていると推察できる。したがって、上記

令和２年大法廷判決が指摘した立法府の検討過程において較差の是正を指10 

向する姿勢は失われたと解され、同判決の判断基準によっても、本件選挙

は違憲状態と判断されるものと解される。 

     付言すると、本件選挙で選出された国会議員は、国会活動の正統性を欠

き、憲法改正の発議はできない（憲法９６条１項）。 

イ 参議院議員選挙の一票の投票価値の平等の要請は、衆議院議員選挙のそ15 

れより、後退してよいと解すべき理由は見いだし難い。 

  昭和２２年から平成１７年まで及び平成２１年から平成２４年までの約

６１年間、政権与党は、衆議院で３分の２以上の議席を占めておらず、法

律案は両院が可決しない限り法律として成立しなかった（憲法５９条１項、

２項）。また、この６１年間に衆議院の多数意見と参議院の多数意見が最20 

終局面まで対立した法律案が１５個あったが、衆議院が参議院の修正案に

同意して法律となったのが９個であり、廃案になったのが６個である。こ

のように、衆議院と参議院は全く同等の院として、又は参議院の多数意見

が衆議院のそれに優越するものとして、参議院は最終決定権を有している。 

  また、平成２４年大法廷判決及び平成２６年大法廷判決は、参議院議員25 

の選挙であること自体から直ちに投票価値の平等の要請が後退してよいと
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解すべき理由は見いだし難いと判示している。 

  したがって、本件選挙当時の最大較差（３．０３倍）は、衆議院のそれ

（２．０８倍）より後退しているので、本件選挙は違憲である。 

ウ 平成２９年大法廷判決及び令和２年大法廷判決は、不当に判例変更をし

ている。 5 

  令和２年大法廷判決は、選挙投票日以降「立法府の検討過程において較

差の是正を指向する姿勢が失われるに至っていない」ことを考慮して、令

和元年選挙を違憲状態ではないと判断している。しかし、選挙の「違法判

断の基準時」は処分時である選挙投票日であるはずであり、投票日後の事

情を考慮して違憲性の判断をすることは、論理矛盾である。この点、最高10 

裁昭和４９年（行ツ）第７５号同５１年４月１４日大法廷判決・民集３０

巻３号２２３頁（以下「昭和５１年大法廷判決」という。）は、昭和４７

年１２月１０日施行の衆議院議員選挙について、昭和５０年法律第６３号

によれば、一票の最大較差は４．８３倍から２．９２倍に縮小したものの、

上記選挙の投票日には上記法律が未施行であったことから、これを違法判15 

断の事情として考慮しなかったのであり、令和２年大法廷判決は、昭和５

１年大法廷判決の違法判断の基準時を不当に変更するものである。 

  平成２９年大法廷判決は「各選挙区の区域を定めるに当たり、都道府県

という単位を用いること自体を不合理なものとして許されないとしたもの

ではない」と判示したが、これは平成２６年大法廷判決が「都道府県を各20 

選挙区の単位とする選挙制度の仕組みが、長年にわたる制度及び社会状況

の変化により、もはやそのような較差の継続を正当化する十分な根拠を維

持し得なくなっていることによるものであり、（中略）上記制度の仕組み

自体の見直しが必要である」と判示し、都道府県を各選挙区の単位とする

選挙制度の仕組み自体の見直しが必要であるとする判例拘束性を有する判25 

断と矛盾する不当な判例変更であったが、令和２年大法廷判決は、平成２
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９年大法廷判決の上記判示に従っておらず、平成２６年大法廷判決の上記

判示に従ったものと解される。 

エ 平成２６年大法廷判決は、当該定数配分規定が違憲の問題を生ずる程度

の著しい不平等状態に至っている場合でも、当該選挙までの期間内にその

是正がされなかったことが国会の裁量権の限界を超えたとまでは認められ5 

ないとして選挙は違憲とはいえないとの「合理的期間論」の判断基準を示

したが、憲法９８条１項により、憲法に反する選挙は違憲無効とされるの

であり、上記の判例としての「合理的期間論」の判示部分も、憲法９８条

１項により、無効であると解される。 

オ 最高裁昭和５９年（行ツ）第３３９号同６０年７月１７日大法廷判決・10 

民集３９巻５号１１００頁（以下「昭和６０年大法廷判決」という。）の

判示する事情判決の法理（昭和５１年大法廷判決も同旨）は、①提訴され

た選挙は、全選挙区の中の一つの選挙区の選挙のみであり、かつ、②比例

代表選挙は存在しなかったという二つの事情の下での利益衡量により、違

憲の選挙を有効と判断した。しかし、本件選挙については、昭和５１年大15 

法廷判決と比較して、①定足数（憲法５６条１項）を満たす比例代表選挙

選出の参議院議員（１００人）が存在し、かつ、②全４５選挙区で各原告

が提訴したという事情がある。これらの事情の下では、参議院の全４５選

挙区選挙について違憲無効判決が言い渡されても、定足数を満たす比例代

表選挙により選出された比例代表議員（１００人）が存在するので、参議20 

院は国会活動を行うことができる。したがって、裁判所は、昭和５１年大

法廷判決及び昭和６０年大法廷判決の場合と異なり、逆に、事情判決の法

理に従って、利益の比較衡量をした上で、本件選挙が憲法９８条１項によ

り無効である旨の判決をする憲法７６条３項及び９９条に基づく義務を負

う。 25 

  （被告らの主張） 
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  ⑴ 本件訴訟の判断枠組み 

    憲法は投票価値の平等を要求しているが、選挙制度の仕組みの決定につい

ては国会に広範な裁量が認められているのであるから、投票価値の平等は、

選挙制度の仕組みを決定する唯一、絶対の基準ではなく、国会が正当に考慮

することのできる他の政策的目的ないし理由との関連において調和的に実現5 

されるべきものである。そのため、国会が定めた具体的な選挙制度がその裁

量権の行使として合理性を有するものである限り、それによって投票価値の

平等が一定限度で譲歩を求められることになっても、憲法に違反しない。 

    憲法が二院制を採用した趣旨は、立法を始めとする多くの事項について参

議院にも衆議院とほぼ等しい権限を与えつつ、参議院議員の任期をより長期10 

とすること等によって、多角的かつ長期的な視点からの民意を反映させ、衆

議院との権限の抑制、均衡を図り、国政の運営の安定性及び継続性を確保し

ようとするところにある。憲法は、衆議院については国民の総意が可能な限

り適宜適切に反映される選挙制度となるよう投票価値の平等を最も重要な基

準とすることを求めているが、参議院については、国民の多数意思に基づい15 

て国政の在り方を決定する衆議院の行き過ぎ等を抑制ないし補完する「良識

の府」、「再考の府」として機能させることを予定しており、そのような参

議院の選挙制度については、人口を基準とするのみでは適切に反映されない

国民の意見を公正かつ効果的に国政に反映させるため、投票価値の平等の要

請のみならず、それ以外の諸要素も十分に考慮することが求められる。 20 

    そうすると、国会の定めた定数配分規定が憲法１４条１項等の規定に違反

して違憲と評価されるのは、参議院の独自性のほか、国会が正当に考慮する

ことができる他の政策的目的ないし理由を考慮しても、投票価値の平等の見

地からみて違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態が生じており、かつ、

当該選挙までの期間内にその是正がされなかったことが国会の裁量権の限界25 

を超える場合に限られる。 
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  ⑵ 本件選挙当時において、選挙区間における投票価値の不均衡は違憲の問題

が生ずる程度の著しい不平等状態に至っていたとはいえないこと 

    都道府県単位の選挙制度は、憲法制定当時から参議院議員の選挙制度にお

ける国会の裁量権行使の有力な一態様として想定されており、都市と地方の

較差が顕著なものとなった今日の社会的状況下においては、当該選挙制度の5 

重要性が格段に高まっている。また、都道府県が有する歴史、都道府県が我

が国において果たしている政治的・社会的な役割・機能や、各国民が有する

都道府県に対する帰属意識等に鑑みれば、我が国において、都道府県は、長

年における歴史を通じて、一つの行政単位としての歴史的、政治的、経済的、

社会的及び文化的な一体感が醸成されているといえるのであって、選挙制度10 

の決定に際し、国会が考慮することのできる基本的な要素の一つである。加

えて、選挙区割りの決定に際し、既に存在する行政区画を考慮することによ

り、選挙区割りの恣意性（いわゆるゲリマンダーの弊害）を避けることに資

する。 

    そして、衆議院の小選挙区制度については、人口の少ない県に居住する国15 

民の意見をも十分に国政に反映させることができるようにすることを目的と

した１人別枠方式（各都道府県の区域内の衆議院小選挙区選出議員の選挙区

の数は、各都道府県にあらかじめ１を配当した上で算定する方式）が廃止さ

れ、選挙区間の人口較差が２倍未満となることとする旨の区割り基準が定め

られ、厳格な人口比例に基づく選挙制度が採られているため、参議院におい20 

て都道府県単位を原則とする選挙制度が維持されることによって、両議院の

選挙制度全体として、我が国における地方公共団体の種類及び各地方公共団

体の特色を踏まえた多角的な民意の反映が可能となっており、憲法が二院制

を採用した趣旨にも沿うものとして合理性を有する。仮に参議院についても

衆議院と同様な厳格な人口比例に基づく選挙制度しか採り得ないのであれば、25 

両議院の議員選出基盤の同質化が一層進み、地方に居住する少数者の意見を
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含む多角的な民意の反映が困難となり、ひいては憲法が二院制を採用した趣

旨を果たすことが困難となるおそれがある。 

    国会は、選挙区間における投票価値の不均衡が違憲の問題が生ずる程度の

著しい不平等状態に至っていた旨を判断した平成２４年大法廷判決及び平成

２６年大法廷判決の趣旨に沿い、一部の選挙区について二つの県を合わせた5 

選挙区（以下「合区」という。）を創設することなどを内容とする平成２７

年法律第６０号（以下「平成２７年改正法」という。）による改正（以下

「平成２７年改正」という。）を行ったことにより、国勢調査結果による人

口に基づく選挙区間の最大較差は２．９７倍となり、前記不平等状態は解消

された。 10 

    同改正後の定数配分規定の合憲性が争われた平成２９年大法廷判決におい

ても、最大較差が３．０８倍であった平成２７年改正後の定数配分規定の下

での初めての通常選挙（以下「平成２８年選挙」という。）について、投票

価値の不均衡は違憲の問題が生ずる程度に著しい不平等状態であったとはい

えない旨判示された。 15 

    平成３０年改正は、平成２７年改正による選挙区割りを維持しつつ、埼玉

県選挙区の定数を２人増員したものであり、国勢調査結果による人口に基づ

く選挙区間の最大較差は、２．９９倍にまで縮小しつつ、参議院選挙区選出

議員について都道府県を構成する住民の意思を集約的に反映させるという意

義ないし機能を原則として維持したことは、衆議院議員のそれとは異なる要20 

素を付加し、地方の民意を含む多角的な民意の反映を可能とするものであり、

憲法が二院制を採用した趣旨に沿う。 

    令和元年選挙に係る令和２年大法廷判決は、平成２７年改正法が数十年間

にわたり５倍前後で推移してきた最大較差を約３倍にまで縮小させたもので

あり、平成３０年改正法が参議院選挙制度改革について容易に成案が得られ25 

ない状況下において、合区を維持して僅かに較差を是正しており、平成２７
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年改正法における方向性を維持するよう配慮したものと評し、令和元年選挙

当時、投票価値の不均衡は違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態にあ

ったものとはいえない旨判示した。 

    令和元年選挙当時、選挙区間の最大較差は３．００倍であり、最も有権者

数が少なかった選挙区と比べて較差が３倍以上になった選挙区は一つであっ5 

た。平成３０年改正法の成立以降に法改正は行われていないものの、本件選

挙当時においても、選挙区間の最大較差は３．０３倍であり、また較差が３

倍以上となった選挙区は三つにとどまるものであって、平成２７年改正法及

び平成３０年改正法により実現された定数配分規定の合憲性は、本件選挙当

時においても維持されたといえる。 10 

    参議院は、憲法上、３年ごとに議員の半数が改選されるとされているため、

選挙区選出議員の選挙区ごとの定数を偶数配分しており、衆議院と比して、

選挙制度の改革に様々な技術的制約が存在する。そうした中でも、国会は、

選挙制度改革に向けた努力を続け、平成２７年改正により合区が導入される

などした結果、投票価値の不均衡が大きく改善された。しかし、合区につい15 

ては、合区の対象となった県相互間ではその課題や利害等が一致するとは限

らず、そうした場合に当該合区から選出された参議院議員が両県の意見を集

約して国政に反映することは事実上困難であり、仮に人口の大きい県の意見

に従って意見を集約した場合、人口の少ない県の意見が国政に届けられない

こととなると思われるなど、様々な問題が指摘されている。実際にも、令和20 

元年選挙及び本件選挙においては、合区の対象となった県の多くで投票率の

低下がみられるなど合区が導入されたことによる弊害が指摘されており、合

区に対する反対意見は今も根強く存在する。しかしながら、立法府において

は、平成２７年改正法に、参議院選挙制度の抜本的な見直しについて引き続

き検討を行い必ず結論を得るものとする旨の附則を置いたり、参議院政治倫25 

理の確立及び選挙制度に関する特別委員会（以下「参議院特別委員会」とい
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う。）により、平成３０年改正後も参議院選挙制度改革に向けた検討を引き

続き行う旨の附帯決議を行っている。 

    令和２年大法廷判決後も、国会においては、参議院改革協議会が組織され、

参議院の在り方や参議院選挙制度の改革等に関し、各会派の間で活発な議論

が交わされ、参議院選挙制度の改革に関する議論を本件選挙後に維持するこ5 

ととされた。また、参議院憲法審査会においては、合区問題を中心に、各会

派による意見交換や大学教授ら専門家からも意見聴取等が行われた。 

    以上の諸点に照らせば、本件選挙当時、本件定数配分規定の下での選挙区

間における投票価値の不均衡は、投票価値の平等の重要性に照らして看過し

得ない程度に達しているとはいえず、違憲の問題が生ずる程度の著しい不平10 

等状態に至っていたとはいえない。 

  ⑶ 本件選挙までの期間内に本件定数配分規定を改正しなかったことが国会の

裁量権の限界を超えるものとはいえないこと 

    憲法秩序の下における司法権と立法権との関係に照らすと、当該定数配分

規定の下での選挙区間における投票価値の不均衡が違憲の問題が生ずる程度15 

の著しい不平等状態に至っている場合において、当該選挙までの期間内にそ

の是正をしなかったことが国会の裁量権の限界を超えるといえるか否かを判

断するにあたっては、単に期間の長短のみならず、是正のために採るべき措

置の内容、そのために検討を要する事項、実際に必要となる手続や作業など

の諸般の事情を総合考慮して、国会における是正の実現に向けた取組が司法20 

の判断の趣旨を踏まえた裁量権の行使の在り方として相当なものであったと

いえるか否かという観点に立って評価すべきである。そして、当該選挙まで

の期間内にその是正をしなかったことが国会の裁量権の限界を超えるか否か

は、裁判所において当該定数配分規定の下での選挙区間における投票価値の

不均衡が違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態に至っているとの判断25 

が示されるなど、国会が、違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態とな
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ったことを認識し得た時期を基準（始期）として判断されるべきである。 

    本件では、平成２７年改正により、都道府県を各選挙区の単位とする仕組

みを改め、投票価値の較差を大幅に縮小させ、投票価値の不均衡について違

憲の問題が生ずる程度の不平等状態は解消されたところ、令和元年選挙につ

いては、そのような状態から最大較差を更に小さくすることを目指した平成5 

３０年改正により定められた定数配分規定の下で施行され、令和２年大法廷

判決により、当該定数配分規定が憲法に違反するに至っているということは

できないと判示された。そして、本件選挙は、そのような平成３０年改正後

の定数配分規定に基づいて施行され、本件定数配分規定における人口に基づ

く最大較差は３．０３倍、本件選挙当日の最大較差は３．０３倍であり、平10 

成２１年大法廷判決までの累次の最高裁判決の事案において合憲とされた最

大較差を大幅に下回り、令和２年大法廷判決により合憲と判断された令和元

年選挙当時の最大較差とほぼ同じであったから、投票価値の不均衡について

違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態に至っていたとはおよそ考え難

い状況にあった。したがって、万一、本件選挙当時、投票価値の不均衡につ15 

いて違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態に至っていると判断される

ことがあるとしても、国会において、本件選挙までの間に、本件定数配分規

定に基づく選挙区間における投票価値の不均衡が前記状態にまで至っていた

と認識し得たとは到底いえないから、国会が、違憲の問題が生ずる程度の著

しい不平等状態になったことを認識し得た時期（始期）が開始したとはいえ20 

ない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 前提事実、後掲証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

  ⑴ 参議院議員選挙法（昭和２２年法律第１１号）は、参議院議員の選挙につ

いて、参議院議員２５０人を全国選出議員１００人と地方選出議員１５０人25 

とに区分し、全国選出議員については、全都道府県の区域を通じて選出され
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るものとする一方、地方選出議員については、その選挙区及び各選挙区にお

ける議員定数を別表で定め、都道府県を単位とする選挙区において選出され

るものとした。そして、選挙区ごとの議員定数については、憲法が参議院議

員につき３年ごとにその半数を改選すると定めていることに応じて、各選挙

区を通じその選出議員の半数が改選されることとなるように配慮し、定数を5 

偶数として最小２人を配分する方針の下に、各選挙区の人口に比例する形で、

２人ないし８人の偶数の議員定数を配分した。昭和２５年に制定された公職

選挙法の定数配分規定は、上記の参議院議員選挙法の議員定数配分規定をそ

のまま引き継いだものであり、その後に沖縄県選挙区の議員定数２人が付加

されたほかは、平成６年法律第４７号による公職選挙法の改正（以下「平成10 

６年改正」という。）まで、上記定数配分規定に変更はなかった。 

なお、昭和５７年法律第８１号による公職選挙法の改正（以下「昭和５７

年改正」という。）により、参議院議員２５２人は各政党等の得票に比例し

て選出される比例代表選出議員１００人と都道府県を単位とする選挙区ごと

に選出される選挙区選出議員１５２人とに区分されることになったが、この15 

選挙区選出議員は、従来の地方選出議員の名称が変更されたものにすぎない。 

その後、平成１２年法律第１１８号による公職選挙法の改正（以下「平成

１２年改正」という。）により、参議院議員の総定数が２４２人とされ、比

例代表選出議員９６人及び選挙区選出議員１４６人とされた。 

⑵ 参議院議員選挙法制定当時、選挙区間における議員１人当たりの人口の最20 

大較差（以下、各立法当時の「選挙区間の最大較差」というときは、この人

口の最大較差をいう。）は２．６２倍であったが、人口変動により次第に拡

大を続け、平成４年に施行された通常選挙（以下「平成４年選挙」という。）

当時、選挙区間における議員１人当たりの選挙人数の最大較差（以下、各選

挙当時の「選挙区間の最大較差」というときは、この選挙人数の最大較差を25 

いう。）が６．５９倍に達した後、平成６年改正における７選挙区の定数を
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８増８減する措置により、平成２年１０月実施の国勢調査結果による人口に

基づく選挙区間の最大較差は４．８１倍に縮小した。その後、平成１２年改

正における３選挙区の定数を６減する措置及び平成１８年法律第５２号によ

る公職選挙法の改正（以下「平成１８年改正」という。）における４選挙区

の定数を４増４減する措置の前後を通じて、平成７年から同１９年までに施5 

行された各通常選挙当時の選挙区間の最大較差は５倍前後で推移した。 

 しかるところ、最高裁大法廷は、定数配分規定の合憲性に関し、最高裁昭

和５４年（行ツ）第６５号同５８年４月２７日大法廷判決・民集３７巻３号

３４５頁（以下「昭和５８年大法廷判決」という。）において後記２⑴の基

本的な判断枠組みを示した後、平成４年選挙について、違憲の問題が生ずる10 

程度の投票価値の著しい不平等状態が生じていた旨判示したが（最高裁平成

６年（行ツ）第５９号同８年９月１１日大法廷判決・民集５０巻８号２２８

３頁）、平成６年改正後の定数配分規定の下で施行された２回の通常選挙に

ついては、上記の状態に至っていたとはいえない旨判示した（最高裁平成９

年（行ツ）第１０４号同１０年９月２日大法廷判決・民集５２巻６号１３７15 

３頁、最高裁平成１１年（行ツ）第２４１号同１２年９月６日大法廷判決・

民集５４巻７号１９９７頁）。 

その後、平成１２年改正後の定数配分規定の下で施行された２回の通常選

挙及び平成１８年改正後の定数配分規定の下で平成１９年に施行された通常

選挙のいずれについても、最高裁大法廷は、上記の状態に至っていたか否か20 

につき明示的に判示することなく、結論において当該各定数配分規定が憲法

に違反するに至っていたとはいえない旨の判断を示した（最高裁平成１５年

（行ツ）第２４号同１６年１月１４日大法廷判決・民集５８巻１号５６頁

（以下「平成１６年大法廷判決」という。）、平成１８年大法廷判決、平成

２１年大法廷判決）。もっとも、平成１８年大法廷判決においては、投票価25 

値の平等の重要性を考慮すると投票価値の不平等の是正について国会におけ
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る不断の努力が望まれる旨の、平成２１年大法廷判決においては、当時の較

差が投票価値の平等という観点からはなお大きな不平等が存する状態であっ

て、選挙区間における投票価値の較差の縮小を図ることが求められる状況に

あり、最大較差の大幅な縮小を図るためには現行の選挙制度の仕組み自体の

見直しが必要となる旨の指摘がそれぞれされるなど、選挙区間の最大較差が5 

５倍前後で常態化する中で、較差の状況について投票価値の平等の観点から

実質的にはより厳格な評価がされるようになっていた。 

⑶ 平成２２年７月１１日、選挙区間の最大較差が５．００倍の状況において

施行された通常選挙（以下「平成２２年選挙」という。）につき、平成２４

年大法廷判決は、結論において同選挙当時の定数配分規定が憲法に違反する10 

に至っていたとはいえないとしたものの、長年にわたる制度及び社会状況の

変化を踏まえ、参議院議員の選挙であること自体から直ちに投票価値の平等

の要請が後退してよいと解すべき理由は見いだし難く、都道府県が政治的に

一つのまとまりを有する単位として捉え得ること等の事情は数十年間にもわ

たり投票価値の大きな較差が継続することを正当化する理由としては十分な15 

ものとはいえなくなっており、都道府県間の人口較差の拡大が続き、総定数

を増やす方法を採ることにも制約がある中で、都道府県を各選挙区の単位と

する仕組みを維持しながら投票価値の平等の要求に応えていくことはもはや

著しく困難な状況に至っているなどとし、それにもかかわらず平成１８年改

正後は投票価値の大きな不平等がある状態の解消に向けた法改正が行われる20 

ことのないまま平成２２年選挙に至ったことなどの事情を総合考慮すると、

同選挙当時の最大較差が示す選挙区間における投票価値の不均衡は、違憲の

問題が生ずる程度の著しい不平等状態にあった旨判示するとともに、都道府

県を単位として各選挙区の定数を設定する現行の方式をしかるべき形で改め

るなど、現行の選挙制度の仕組み自体の見直しを内容とする立法的措置を講25 

じ、できるだけ速やかに違憲の問題が生ずる上記の不平等状態を解消する必
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要がある旨を指摘した。 

⑷ 平成２４年大法廷判決の言渡し後、平成２４年１１月１６日に公職選挙法

の一部を改正する法律（平成２４年法律第９４号。以下「平成２４年改正法」

という。）が成立し、同月２６日に施行された。同法の内容は、平成２５年

７月に施行される通常選挙に向けた改正として選挙区選出議員について４選5 

挙区で定数を４増４減するものであり、その附則には、同２８年に施行され

る通常選挙に向けて、選挙制度の抜本的な見直しについて引き続き検討を行

い、結論を得るものとする旨の規定が置かれていた。 

 平成２５年７月２１日、平成２４年改正法による改正後の定数配分規定の

下での初めての通常選挙（以下「平成２５年選挙」という。）が施行された。10 

同選挙当時の選挙区間の最大較差は４．７７倍であった。 

⑸ 平成２５年９月、参議院において同２８年に施行される通常選挙に向けた

参議院選挙制度改革について協議を行うため、選挙制度の改革に関する検討

会の下に選挙制度協議会が設置された。同協議会においては、平成２６年４

月に選挙制度の仕組みの見直しを内容とする具体的な改正案として座長案が15 

示され、その後に同案の見直し案も示された。これらの案は、基本的には、

議員１人当たりの人口の少ない一定数の選挙区を隣接区と合区してその定数

を削減し、人口の多い一定数の選挙区の定数を増やして選挙区間の最大較差

を大幅に縮小するというものであるところ、同協議会において、上記の各案

や参議院の各会派の提案等をめぐり協議が行われたが、各会派の意見が一致20 

しなかったことから、同年１２月２６日、各会派から示された提案等を併記

した報告書が参議院議長に提出された。 

⑹ このような協議が行われている状況の中で、平成２５年選挙につき、平成

２６年大法廷判決は、平成２４年大法廷判決の判断に沿って、平成２４年改

正法による前記４増４減の措置は、都道府県を各選挙区の単位とする選挙制25 

度の仕組みを維持して一部の選挙区の定数を増減するにとどまり、現に選挙
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区間の最大較差については上記改正の前後を通じてなお５倍前後の水準が続

いていたのであるから、投票価値の不均衡について違憲の問題が生ずる程度

の投票価値の著しい不平等状態を解消するには足りないものであったといわ

ざるを得ず、したがって、同法による上記の措置を経た後も、選挙区間にお

ける投票価値の不均衡は違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態にあっ5 

た旨判示するとともに、都道府県を単位として各選挙区の定数を設定する現

行の方式をしかるべき形で改めるなどの具体的な改正案の検討と集約が着実

に進められ、できるだけ速やかに、現行の選挙制度の仕組み自体の見直しを

内容とする立法的措置によって上記の不平等状態が解消される必要がある旨

を指摘した。 10 

⑺ 選挙制度の改革に関する検討会は、前記⑸の報告書の提出を受けて協議を

行ったが、各会派が一致する結論を得られなかったことから、平成２７年５

月２９日、各会派において法案化作業を行うこととされた。そして、各会派

における検討が進められた結果、各会派の見解は、人口の少ない選挙区につ

いて合区を導入することを内容とする①「４県２合区を含む１０増１０減」15 

の改正案と②「２０県１０合区による１２増１２減」の改正案とにおおむね

集約され、同年７月２３日、上記の各案を内容とする公職選挙法の一部を改

正する法律案がそれぞれ国会に提出された。上記①の改正案に係る法律案は、

選挙区選出議員の選挙区及び定数について、鳥取県及び島根県、徳島県及び

高知県をそれぞれ合区して定数２人の選挙区とするとともに、３選挙区の定20 

数を２人ずつ減員し、５選挙区の定数を２人ずつ増員することなどを内容と

するものであり、その附則７条には、平成３１年に行われる通常選挙に向け

て、参議院の在り方を踏まえて、選挙区間における議員１人当たりの人口の

較差の是正等を考慮しつつ選挙制度の抜本的な見直しについて引き続き検討

を行い、必ず結論を得るものとするとの規定が置かれていた。 25 

 平成２７年７月２８日、上記①の改正案に係る公職選挙法の一部を改正す
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る平成２７年改正法が成立し、同年１１月５日に施行された。同法による改

正（平成２７年改正）の結果、平成２２年１０月実施の国勢調査結果による

人口に基づく選挙区間の最大較差は２．９７倍となった。（乙６、８の１・

２） 

⑻ 平成２８年７月１０日、平成２７年改正後の定数配分規定の下での初めて5 

の通常選挙（平成２８年選挙）が施行された。同選挙当時の選挙区間の最大

較差は３．０８倍であった。 

 平成２９年大法廷判決は、平成２７年改正法につき、単に一部の選挙区の

定数を増減するにとどまらず、人口の少ない選挙区について、参議院創設以

来初めての合区を行うことにより、長期間にわたり投票価値の大きな較差が10 

継続する要因となっていた都道府県を各選挙区の単位とする選挙制度の仕組

みを見直すことをも内容とするものであり、これによって、数十年間にもわ

たり５倍前後で推移してきた選挙区間の最大較差は２．９７倍（選挙当時は

３．０８倍）まで縮小するに至ったのであるから、平成２４年大法廷判決及

び平成２６年大法廷判決の趣旨に沿って較差の是正を図ったものとみること15 

ができるとし、また、その附則において、次回の通常選挙に向けて選挙制度

の抜本的な見直しについて引き続き検討を行い必ず結論を得る旨を規定して

おり、今後における投票価値の較差の更なる是正に向けての方向性と国会の

決意が示されるとともに、再び大きな較差を生じさせることのないよう配慮

されているものということができるなどとして、平成２８年選挙当時の定数20 

配分規定の下での選挙区間における投票価値の不均衡は、違憲の問題が生ず

る程度の著しい不平等状態にあったものとはいえず、同規定が憲法に違反す

るに至っていたということはできないとした。 

⑼ 平成２８年選挙において、合区の対象となった４県のうち島根県を除く３

県では、投票率が低下して当時における過去最低の投票率となったほか、無25 

効投票率が全国平均を上回り、高知県での無効投票率は全国最高となった。
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（乙８の４～６、乙２１の８） 

全国知事会は、平成２８年７月２９日、平成２８年選挙において投票率の

著しい低下など様々な弊害が顕在化したなどとして、合区の早急な解消を求

める「参議院選挙における合区の解消に関する決議」を採択した。また、全

国都道府県議会議長会、全国市長会、全国市議会議長会、全国町村会及び全5 

国町村議会議長会においても、合区の早急な解消に向けた決議等が行われ、

多くの地方議会でも同様の決議等が行われた。（乙２４の２、２５の１～５、

２６の１～３、２７の１～５、２８の３～６、２９の２～４、３１の３～

７・９・１４～２２・２４～２８・３０・３５～５６・５８～６０・６３・

７４～７８、８４～９９・１０２～１２５・１４５～１４９・１５１、１５10 

３～１６８・１７０・２０３～２３５） 

 平成２８年選挙施行後の平成２９年２月、参議院の各会派代表による参議

院改革協議会が設置され、同年４月、同協議会の下に参議院選挙制度改革に

ついて集中的に調査を行う「選挙制度に関する専門委員会」が設けられた。

選挙制度に関する専門委員会は、参議院選挙制度改革に対する考え方につい15 

て、一票の較差、選挙制度の枠組みとそれに基づく議員定数の在り方、選挙

区の枠組み等について協議を行った上で、選挙区選出議員について、全ての

都道府県から少なくとも１人の議員が選出される都道府県を単位とする選挙

区とすること、一部合区を含む都道府県を単位とする選挙区とすること、又

は選挙区の単位を都道府県に代えてより広域の選挙区（以下「ブロック選挙20 

区」という。）とすることの各案について検討を行ったほか、選挙区選出議

員及び比例代表選出議員の二本立てとしない場合を含めた選挙制度の在り方

等についても議論を行った。しかし、これらの議論を経た上で各会派から示

された選挙制度改革の具体的な方向性についての意見の内容は、選挙区の単

位、合区の存廃、議員定数の増減等の点において大きな隔たりがある状況で25 

あった。同委員会は、平成３０年５月、参議院改革協議会に対し、これらの
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協議結果についての報告書を提出した。（乙９～１３、１４の１・２、１９、

２０） 

 平成３０年６月、参議院改革協議会において、自由民主党から、選挙区の

単位を都道府県とすること及び平成２７年改正による４県２合区は維持した

上で、選挙区選出議員の定数を２人増員して埼玉県選挙区に配分すること、5 

及び比例代表選出議員の定数を４人増員するとともに、政党等が優先的に当

選人となるべき候補者を定めることができる特定枠制度を導入するとの案が

示された。その後、各会派代表者懇談会における協議等が行われたが、各会

派間の意見の隔たりがある状況であったため、各会派が参議院に法律案を提

出し、参議院特別委員会において議論が進められることとなり、上記の自由10 

民主党の提案内容に沿った法律案のほか、現在の選挙区選出議員の選挙及び

比例代表選出議員の選挙に代えてブロック選挙区による選挙を導入すること

を内容とする法律案等が提出された。平成３０年７月１１日、参議院特別委

員会において、上記の自由民主党の提案内容に沿った公職選挙法の一部を改

正する法律案が可決すべきものとされ、その際、「今後の参議院選挙制度改15 

革については、憲法の趣旨にのっとり、参議院の役割及び在り方を踏まえ引

き続き検討を行うこと」との附帯決議がされた。同年７月１８日、上記法律

案どおりの平成３０年改正法が成立し、同年１０月２５日に施行された。同

法による公職選挙法の改正（平成３０年改正）の結果、平成２７年１０月実

施の国勢調査結果による日本国民人口に基づく選挙区間の最大較差は２．９20 

９倍となった。（乙７、１６の１～７、１７～２０） 

⑽ 令和元年７月２１日、平成３０年改正後の定数配分規定の下での初めての

通常選挙として、令和元年選挙が施行された。令和元年選挙当時の選挙区間

の最大較差は、福井県選挙区と宮城県選挙区との間の１対３．００倍であり、

また、選挙区間の較差が３倍以上となった選挙区は宮城県選挙区のみであっ25 

た。令和元年選挙において、合区の対象となった４県のうち徳島県での投票
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率は全国最低となり、鳥取県及び島根県でもそれぞれ過去最低の投票率とな

ったほか（全国平均４８．８０％、徳島県３８．５９％、高知県４６．３

４％、鳥取県４９．９８％、島根県５４．０４％）、合区の対象となった４

県での無効投票率はいずれも全国平均を上回り、徳島県では全国最高となっ

た（全国平均２．５３％、徳島県６．０４％、高知県３．３０％、鳥取県３．5 

４９％、島根県３．７５％）。（乙４の１～３、７、２２の７～９） 

⑾ 令和２年大法廷判決は、要旨次のとおり判示して、令和元年選挙当時、平

成３０年改正後の定数配分規定の下での選挙区間における投票価値の不均衡

は、違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態にあったものとはいえず、

当該定数配分規定が憲法に違反するに至っていたということはできないと結10 

論づけた。 

① 平成３０年改正の内容は、選挙区選出議員に関する従来からの選挙制度

の基本的な仕組み自体を変更するものではないが、合区の解消を強く望む

意見も存在する中で、平成２７年改正により縮小した較差を再び拡大させ

ないよう合区を維持することとしたのみならず、長らく行われてこなかっ15 

た総定数を増やす方法を採った上で埼玉県選挙区の定数を２人増員し、較

差の是正を図ったものであり、その結果、平成２７年改正により５倍前後

から約３倍に縮小した選挙区間の較差（平成２８年選挙当時は３．０８倍）

は僅かではあるが更に縮小し、２．９９倍（令和元年選挙当時は３．００

倍）となった。 20 

② 平成３０年改正法の内容は、選挙区選出議員に関しては１選挙区の定数

を２人増員する措置を講ずるにとどまり、他方、同法には平成２７年改正

法に置かれた附則のような規定が設けられておらず、参議院選挙制度改革

について憲法の趣旨にのっとり引き続き検討する旨述べる附帯決議がされ

たものの、その中では選挙区間における較差の是正等について明確な言及25 

はない。 
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③ 国民の意思を適正に反映する選挙制度が民主政治の基盤であり、参議院

議員選挙については直ちに投票価値の平等の要請が後退してもよいと解す

べき理由は見いだし難く、後記２⑵で指摘するような憲法の趣旨等との調

和の下に投票価値の平等が実現されるべきことは平成２９年大法廷判決等

でも指摘されているのであるから、立法府においては、今後も不断に人口5 

変動が生ずることが見込まれる中で、較差の更なる是正を図るとともに、

これを再び拡大させずに持続していくために必要となる方策等について議

論し、取組を進めることが求められるところ、平成３０年改正において、

こうした取組が大きな進展を見せているとはいえない。 

④ しかしながら、平成３０年改正の経緯及び内容等を踏まえると、同改正10 

は、参議院議員の選挙制度について様々な議論、検討を経たものの容易に

成案を得ることができず、合区の解消を強く望む意見が存在する中で、合

区を維持して僅かではあるが較差を是正しており、数十年間にわたって５

倍前後で推移してきた最大較差を前記の程度にまで縮小させた平成２７年

改正法における方向性を維持するよう配慮したものである。 15 

⑤ 参議院選挙制度の改革に際しては、憲法が採用している二院制の仕組み

などから導かれる参議院が果たすべき役割等も踏まえる必要があるなど、

事柄の性質上慎重な考慮を要することに鑑みれば、その実現は漸進的にな

らざるを得ない面があり、立法府の検討過程において不均衡の是正を指向

する姿勢が失われるに至ったと断ずることはできない。 20 

⑿ 令和元年選挙を受け、全国知事会は、令和元年７月２４日、投票率の低下

など合区を起因とした弊害は更に深刻度を増しているとして、合区の確実な

解消を強く求める意見を表明する決議を採択した。また、全国都道府県議会

議長会、全国市長会、全国市議会議長会、全国町村会及び全国町村議会議長

会においても、合区の解消や都道府県単位による選挙区選挙を求める決議等25 

が行われた。（乙２２の１～１０、２４の７・８、２５の６～９、２６の４
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～９、２７の６～１１、２８の７～１４、２９の５～９） 

⒀ 参議院においては、令和３年５月１４日、各会派代表による参議院改革協

議会が設置され、同月から令和４年６月までの間、合計１３回にわたり、参

議院の在り方、参議院選挙制度、議員の身分保障などに関する検討が行われ

た。参議院の在り方に関する議論では、「多様な民意の反映」、「地方代表5 

的な性格」、「参議院の独自性の発揮」という視点から各会派の意見が整理

された。その上で、参議院選挙制度について、各会派からは、投票価値の平

等を最大限に尊重すべきであることに異論はなかったが、多様な民意や参議

院議員の地域代表的な性格を具体化するための選挙制度の在り方について、

選挙区と比例区から議員を選出する現行制度を維持すべきとの意見、選挙区10 

を完全に比例区とすべきとの意見、都道府県選挙区制をブロック制に移行す

べきとの意見等が出され、最終的に各会派の意見の一致には至らなかった。

同協議会は、参議院議長に対し、令和４年６月８日付けで本件報告書を提出

するとともに、本件選挙後に改めて各会派の協議の場を設けることを要望し、

参議院選挙制度の改革に関する議論を継続することを確認した。本件報告書15 

は、参議院改革協議会作成の６項目（①参議院の在り方、②参議院選挙制度、

③議員の身分保障、④委員会・調査会等の整理再編・充実、⑤行政監視機能

の更なる充実、⑥デジタル化、オンライン審議）に関する報告書であるとこ

ろ、同報告書には、参議院選挙制度改革について、各会派が政党として具体

的な選挙制度改革案を提出したことに関する記述や、各会派ごとの選挙制度20 

改革の具体案の記述は見当たらない。（乙３４） 

  令和４年５月及び同年６月に２度にわたって開催された参議院憲法審査会

において、参議院選挙制度に関し、合区問題を中心として各会派による意見

交換が実施された。各会派からは、投票価値の平等は唯一絶対の基準ではな

いところ、都道府県が歴史的、政治的、経済的、社会的、文化的にも意義と25 

実体を有し、国民にとって重要な役割を果たしてきたことから、全国比例選
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挙と都道府県を単位とする地方選出によって構成する価値を堅持して合区の

解消を求める意見、憲法が求める投票価値の平等という価値と地域代表的性

格の調和の観点から、全国を１１ブロックに分けた大選挙区制の実現を求め

る意見、一部の都道府県が対象となる合区は不公平であり、多様な民意を議

会に反映させる比例代表を中心とした選挙制度への見直しを求める意見等が5 

出されたものの、意見の一致をみることはなく、成案を得るには至らなかっ

た。（乙３５の１・２） 

⒁ 令和４年７月１０日、平成３０年改正後の本件定数配分規定の下での２度

目の通常選挙として本件選挙が行われた。本件選挙当時の選挙区間の最大較

差は、福井県選挙区と神奈川県選挙区との間の１対３．０３倍であり、また、10 

選挙区間の較差が３倍以上となった選挙区は神奈川県選挙区、東京都選挙区

及び宮城県選挙区の３選挙区となり、当該３選挙区の選挙人数の合計は約２

１０７万人であり、全有権者数約１億０５０１万人のうちの約２０％を占め

ている。他方、本件選挙において、合区の対象となった４県のうち徳島県で

の投票率は全国最低となり（全国平均５２．０５％、徳島県４５．７２％、15 

高知県４７．３６％、鳥取県４８．９３％、島根県５６．３７％）、無効投

票率についても、上記４県ではいずれも全国平均を上回った（全国平均２．

７１％、徳島県３．４１％、高知県３．６５％、鳥取県３．９４％、島根県

２．７６％）。（乙１～３） 

２ 争点（本件定数配分規定の合憲性）について 20 

⑴ 憲法は、選挙権の内容の平等、換言すれば、議員の選出における各選挙人

の投票の有する影響力の平等、すなわち投票価値の平等を要求していると解

される。しかしながら、憲法は、国民の利害や意見を公正かつ効果的に国政

に反映させるために選挙制度をどのような制度にするかの決定を国会の裁量

に委ねているのであるから、投票価値の平等は、選挙制度の仕組みを決定す25 

る唯一、絶対の基準となるものではなく、国会が正当に考慮することができ
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る他の政策的目的ないし理由との関連において調和的に実現されるべきもの

である。それゆえ、国会が具体的に定めたところがその裁量権の行使として

合理性を有するものである限り、それによって投票価値の平等が一定の限度

で譲歩を求められることになっても、憲法に違反するとはいえない。 

 憲法が二院制を採用し衆議院と参議院の権限及び議員の任期等に差異を設5 

けている趣旨は、それぞれの議院に特色のある機能を発揮させることによっ

て、国会を公正かつ効果的に国民を代表する機関たらしめようとするところ

にあると解される。前記１⑴においてみた参議院議員の選挙制度の仕組みは、

このような観点から、参議院議員について、全国選出議員（昭和５７年改正

後は比例代表選出議員）と地方選出議員（同改正後は選挙区選出議員）に分10 

け、前者については全国（全都道府県）の区域を通じて選挙するものとし、

後者については都道府県を各選挙区の単位としたものである。昭和２２年の

参議院議員選挙法及び同２５年の公職選挙法の制定当時において、このよう

な選挙制度の仕組みを定めたことが、国会の有する裁量権の合理的な行使の

範囲を超えるものであったということはできない。しかしながら、社会的、15 

経済的変化の激しい時代にあって不断に生ずる人口変動の結果、上記の仕組

みの下で投票価値の著しい不平等状態が生じ、かつ、それが相当期間継続し

ているにもかかわらずこれを是正する措置を講じないことが、国会の裁量権

の限界を超えると判断される場合には、当該定数配分規定が憲法に違反する

に至るものと解するのが相当である。 20 

以上は、昭和５８年大法廷判決以降の参議院議員（地方選出議員ないし選

挙区選出議員）選挙に関する累次の大法廷判決の趣旨とするところであり

（令和２年大法廷判決参照）、当裁判所も、基本的な判断枠組みとしてこれ

と同様に考えるものである。 

⑵ 憲法は、二院制の下で、一定の事項について衆議院の優越を認める反面、25 

参議院議員につき任期を６年の長期とし、解散もなく、選挙は３年ごとにそ
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の半数について行うことを定めている（４６条等）。その趣旨は、立法を始

めとする多くの事柄について参議院にも衆議院とほぼ等しい権限を与えつつ、

参議院議員の任期をより長期とすること等によって、多角的かつ長期的な視

点からの民意を反映させ、衆議院との権限の抑制、均衡を図り、国政の運営

の安定性、継続性を確保しようとしたものと解される。そして、いかなる具5 

体的な選挙制度によって、上記の憲法の趣旨を実現し、投票価値の平等の要

請と調和させていくかは、二院制の下における参議院の性格や機能及び衆議

院との異同をどのように位置付け、これをそれぞれの選挙制度にいかに反映

させていくかという点を含め、国会の合理的な裁量に委ねられており、参議

院議員につき衆議院議員とは異なる選挙制度を採用し、国民各層の多様な意10 

見を反映させて、参議院に衆議院と異なる独自の機能を発揮させようとする

ことも、選挙制度の仕組みを定めるに当たって国会に委ねられた裁量権の合

理的行使として是認し得るものと考えられる。 

 また、具体的な選挙制度の仕組みを決定するに当たり、一定の地域の住民

の意思を集約的に反映させるという意義ないし機能を加味する観点から、政15 

治的に一つのまとまりを有する単位である都道府県の意義や実体等を一つの

要素として考慮すること自体が否定されるべきものであるとはいえず、投票

価値の平等の要請との調和が保たれる限りにおいて、このような要素を踏ま

えた選挙制度を構築することが直ちに国会の合理的な裁量を超えるものとは

解されない（令和２年大法廷判決参照）。 20 

⑶ 本件選挙は、平成２９年大法廷判決の言渡し後に成立した平成３０年改正

法による改正後の本件定数配分規定の下で施行された令和元年選挙に引き続

き、令和２年大法廷判決の言渡し後も法改正が行われることなく本件定数配

分規定の下で施行されたものであり、選挙区間の最大較差は、令和元年選挙

当時の３．００倍から本件選挙当時は３．０３倍に拡大した。また、選挙区25 

間の較差が３倍以上となった選挙区は、令和元年選挙当時には宮城県選挙区
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のみであったが本件選挙当時には神奈川県選挙区、東京都選挙区及び宮城県

選挙区の３選挙区に拡大し、当該３選挙区の選挙人数の合計は約２１０７万

人であり、全有権者数約１億０５０１万人のうちの約２０％を占めるに至っ

た。 

⑷ 前記１⑻のとおり、平成２９年大法廷判決は、平成２７年改正につき、都5 

道府県を各選挙区の単位とする選挙制度の仕組みを見直し、人口の少ない一

部の選挙区について初めての合区を行うことにより、数十年にもわたり５倍

前後で推移してきた選挙区間の最大較差を２．９７倍（平成２８年選挙当時

は３．０８倍）にまで縮小させたことは平成２４年大法廷判決及び平成２６

年大法廷判決の趣旨に沿って較差の是正を図ったものとみることができると10 

し、また、平成２７年改正法附則７条において、次回の通常選挙に向けて選

挙制度の抜本的な見直しについて引き続き検討を行い必ず結論を得る旨を規

定していることを指摘して、今後における投票価値の較差の更なる是正に向

けての方向性と国会の決意が示されているとして、平成２８年選挙当時の定

数配分規定の下での選挙区間における投票価値の不均衡は、違憲の問題が生15 

ずる程度の著しい不平等状態にあったものとはいえないとした。 

また、前記１⑾のとおり、令和２年大法廷判決は、平成３０年改正につき、

選挙制度の基本的な仕組み自体を変更するものではないが、定数を２人増員

して較差の是正を図ったものであり、その結果、平成２７年改正により５倍

前後から約３倍に縮小した選挙区間の較差（平成２８年当時は３．０８倍）20 

は僅かではあるが更にこれを縮小して２．９９倍（令和元年選挙当時は３．

００倍）となったものの、附帯決議の中でも較差の是正等について明確に言

及されていないなど、立法府に求められる較差の更なる是正やこれを再び拡

大させないための取組が大きな進展を見せているとはいえないと指摘した上

で、なお、上記のとおり僅かではあるが更に較差を是正しているなどの事情25 

に鑑みて、令和元年選挙当時の定数配分規定の下での選挙区間における投票
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価値の不均衡は、違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態にあったもの

とはいえないとした。 

このように平成２９年大法廷判決及び令和２年大法廷判決は、２合区を導

入するなどして較差の是正を図った平成２７年改正により、数十年にもわた

り５倍前後で推移していた選挙区間の較差を約３倍に縮小したことは、平成5 

２４年大法廷判決及び平成２６年大法廷判決の趣旨に沿ったものといえるも

のの、較差が約３倍に縮小したことから直ちに違憲の問題が生ずる程度の著

しい不平等状態にあったものとはいえないと判示することなく、立法府が更

なる較差の是正に向けての決意を示し又は僅かではあっても更に較差を是正

していることなどの事情も総合して、違憲の問題が生ずる程度の著しい不平10 

等状態にあったものとはいえないと判断したものということができる。立法

府自らが平成２７年改正法附則７条において、次回の通常選挙に向けて選挙

制度の抜本的な見直しについて引き続き検討を行い必ず結論を得る旨を規定

したとおり、約３倍に縮小した平成２７年改正自体が「選挙制度の抜本的見

直し」であったとみることはできないというべきである。そして、僅かでは15 

あるが更に較差を縮小した平成３０年改正後も、令和２年大法廷判決が示す

ように、立法府においては、今後も不断に人口変動が生ずることが見込まれ

る中で、較差の更なる是正を図るとともに、これを再び拡大させずに持続し

ていくために必要となる方策等について議論し、取組を進めることが求めら

れているといわなければならない。 20 

  ⑸ 確かに、令和２年大法廷判決が指摘するように、参議院議員の選挙制度に

ついて様々な議論、検討を経たものの合区の解消を強く望む意見が存在する

中で容易に成案を得ることができないことや、参議院選挙制度の改革に際し

ては、憲法が採用している二院制の仕組みなどから導かれる参議院が果たす

べき役割等も踏まえる必要があるなど、事柄の性質上慎重な考慮を要するこ25 

とから、その実現が漸進的にならざるを得ない面があるのであり、この指摘



- 31 - 

は、選挙制度の改革には著しい困難を伴うことを踏まえたものであると考え

られる。 

    しかしながら、参議院は、憲法上、衆議院とともに国権の最高機関として

適切に民意を反映する責務を負うものであるところ、投票価値の不均衡の是

正は、議会制民主主義の根幹に関わり、国権の最高機関としての国会の活動5 

の正当性を支える基本的な条件に関わる極めて重要な問題であって、国の内

外で解決困難な課題が増大し、参議院の役割がこれまでにも増して大きくな

っている中、民意を適正に反映する選挙制度を構築することは、国民全体の

ために優先して取り組むべき課題であるといえる。また、参議院選挙制度の

改革に際しては、憲法が採用している二院制の仕組みなどから導かれる参議10 

院が果たすべき役割等も踏まえる必要があり、憲法が参議院議員につき３年

ごとにその半数を改選すると定めていることなどの制約はあるものの、参議

院議員選挙については直ちに投票価値の平等の要請が後退してもよいと解す

べき理由は見いだし難いところである（令和２年大法廷判決参照）。この点

において、平成２４年大法廷判決及び平成２６年大法廷判決が、参議院の選15 

挙制度の構築についての国会の裁量権行使の合理性を判断するに当たって、

長年にわたる制度及び社会状況の変化を考慮すべき必要性を指摘し、その変

化として、参議院議員と衆議院議員の各選挙制度が同質的なものとなってき

ており、国政の運営における参議院の役割が増大してきていることに加え、

衆議院については投票価値の平等の要請に対する制度的な配慮として選挙区20 

間の人口較差が２倍未満となることを基本とする旨の区割りの基準が定めら

れていることなどを挙げ、参議院について都道府県が政治的に一つのまとま

りを有する単位として捉え得ること等の事情は数十年間にもわたり投票価値

の大きな較差が継続することを正当化する理由としては十分なものとはいえ

なくなっている旨を指摘するとともに、都道府県を各選挙区の単位としなけ25 

ればならないという憲法上の要請はなく、むしろ、都道府県を各選挙区の単
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位として固定する結果、ほぼ一貫して人口の都市部への集中が続く中で上記

のように長期にわたり大きな較差が継続していた状況の下では、上記の都道

府県の意義や実体等をもって上記の選挙制度の仕組みの合理性を基礎付ける

には足りなくなっていたと判示した趣旨の重要性を改めて想起すべきである。

さらに、昭和５８年大法廷判決以降、累次の大法廷判決によって参議院議員5 

選挙の定数配分規定の合憲性に関する判断の枠組みは基本的に維持されなが

らも、平成１６年大法廷判決、平成１８年大法廷判決、平成２１年大法廷判

決及び平成２４年大法廷判決と続く一連の大法廷判決により、投票価値の平

等の観点から実質的にはより厳格な評価がされるようになってきたところで

あり（平成２６年大法廷判決参照）、上記の平成２９年大法廷判決及び令和10 

２年大法廷判決における立法府に較差の更なる是正を図ることやこれを再び

拡大させずに持続していくために必要となる方策等について議論し、取組を

進めることが求められると説示された趣旨は、そのように投票価値の平等の

観点から実質的にはより厳格な評価がされるようになってきていることを前

提として十分踏まえられるべきこととなる。 15 

  ⑹ 前記１⒀のとおり、参議院においては、令和２年大法廷判決の言渡しがさ

れた後の令和３年５月、参議院改革協議会が設置され、同月から令和４年６

月までの間、合計１３回にわたり、参議院の在り方、参議院選挙制度、議員

の身分保障などに関する検討が行われたが、参議院選挙制度の在り方につい

て、現行制度を維持すべきとの意見、選挙区を完全に比例区とすべきとの意20 

見、都道府県選挙区制をブロック制に移行すべきとの意見等が出されて意見

の集約はできず、投票価値の不均衡を縮小させることに関する具体的な方向

性が示されることはなかった。また、令和４年５月及び同年６月には参議院

憲法審査会が開催され、参議院選挙制度に関し、合区問題を中心として意見

交換がされたものの、具体的な方向性は示されなかった。 25 

その結果、平成３０年改正後に参議院選挙制度改革に係る法律が新たに立
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法されることはなく、本件選挙は、平成３０年改正法による本件定数配分規

定の下で行われた２回目の選挙となり、前記⑶のとおり、選挙区間の最大較

差は、令和元年選挙当時の３．００倍から本件選挙当時は３．０３倍に拡大

し、また、選挙区間の較差が３倍を超える選挙区が３選挙区に拡大し、当該

３選挙区の選挙人数の合計は約２１０７万人であり、全有権者数約１億０５5 

０１万人のうちの約２０％を占めるに至っている。これは、平成２９年大法

廷判決及び令和２年大法廷判決が、立法府において、今後も不断に人口変動

が生ずることが見込まれる中で、更なる較差の是正を図るとともに、これを

再び拡大させずに持続していくために必要となる方策等について議論し、取

組を進めることが求められるとした趣旨に沿わない立法状況のまま、本件選10 

挙に至ったものというほかはない。 

そうすると、憲法の予定している司法権と立法権との関係に由来するもの

として、裁判所が選挙制度の憲法適合性について一定の判断を示すことによ

り、国会がこれを踏まえて自ら所要の適切な是正の措置を講ずることが憲法

上想定されていると解される（平成２６年大法廷判決参照）趣旨に照らし、15 

平成２９年大法廷判決及び令和２年大法廷判決の趣旨に沿わない立法状況の

まま施行に至った本件定数配分規定下での本件選挙は、違憲の問題が生ずる

程度の投票価値の著しい不平等状態の下施行されたものと判断するのが相当

である。 

⑺ もっとも、前記⑴において説示したとおり、本件選挙において、本件定数20 

配分規定により生じた選挙区間の投票価値の不均衡が違憲の問題が生ずる程

度の著しい不平等状態に至っていたとしても、投票価値の著しい不平等状態

が生じ、かつ、それが相当期間継続しているにもかかわらずこれを是正する

措置を講じないことが、国会の裁量権の限界を超えると判断される場合にお

いて、違憲と評価されるべきである。そして、当該選挙までの期間内にその25 

是正がされなかったことが国会の裁量権の限界を超えるといえるか否かを判
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断するに当たっては、単に期間の長短のみならず、是正のために採るべき措

置の内容、そのために検討を要する事項、実際に必要となる手続や作業等の

諸般の事情を総合考慮して、国会における是正の実現に向けた取組が司法の

判断の趣旨を踏まえた裁量権の行使の在り方として相当なものであったとい

えるか否かという観点に立って評価すべきである（平成２６年大法廷判決参5 

照）。 

  平成２９年大法廷判決及び令和２年大法廷判決は、それぞれ選挙区間の最

大較差が約３倍の状況において施行された平成２８年選挙及び令和元年選挙

について、国会の投票価値の不均衡の是正に向けた姿勢に対する評価を踏ま

えつつ、違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態にあったものとはいえ10 

ないと判断した。 

  そうすると、平成２９年大法廷判決及び令和２年大法廷判決において、立

法府に較差の更なる是正を図ることやこれを再び拡大させずに持続していく

ために必要となる方策等について議論し、取組を進めることが求められると

説示したことを踏まえても、令和２年大法廷判決が説示するように、参議院15 

選挙制度の改革に際しては、憲法が採用している二院制の仕組みなどから導

かれる参議院が果たすべき役割等を踏まえる必要があり、事柄の性質上慎重

な考慮を要することに鑑みれば、その実現は漸進的にならざるを得ず、また、

平成２７年改正において新たに導入された合区については、合区の対象とな

った県の多くで投票率の低下が見られるなど、合区が導入されたことによる20 

弊害が指摘され、合区の解消を強く望む意見も多く存在するといった諸事情

の下では、本件選挙が施行される前に本件定数配分規定の改正がされなかっ

たことをもって国会の裁量権の限界を超えるものとはいえず、本件定数配分

規定が憲法に違反するに至っていたということはできない。 

  ⑻ これに対し、原告らは、①憲法５６条２項、②憲法１条及び前文第１項第25 

１文後段、③憲法前文第１項第１文前段を根拠として、本件選挙は憲法の保
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障する一人一票の原則による人口比例選挙に反して無効であるなどと主張し、

他に各種の主張もするが、以上に説示したところと異なる主張は、いずれも

採用することができない。また、被告らは、本件選挙は違憲の問題が生ずる

程度の投票価値の著しい不平等状態に至っていたとはいえない旨を主張する

が、その限度において採用することができない。 5 

３ よって、原告らの請求はいずれも理由がないから棄却することとして、主文

のとおり判決する。 

東京高等裁判所第２民事部 
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